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県では､ 平成７年度に､ 四万十川を生かした流域の

振興を図る総合対策の指針として ｢清流四万十川総合

プラン２１｣ (平成８年～17年度) を策定し､ 清流四

万十川と地域の振興が調和する流域づくりを進めてき

ました｡

プランの趣旨を踏まえ､ ｢条例｣ という形により､

環境をテーマとした魅力ある地域づくり､ 誇りある地

域づくりを一層進めていこうと､ 平成13年度に ｢高知

県四万十川の保全及び流域の振興に関する基本条例｣

を制定しました｡

この条例では､ 次のような四万十川と流域の将来像

を目指しています｡

＊四万十川の水量が豊かで､ かつ､ 清流が保たれてい

ること｡

＊四万十川に天然の水生植物が豊富に生息し､ 又は生

育していること｡

＊四万十川の河岸に天然林が連なり､ 良好な景観が維

持されていること｡

＊流域内において､ 人工林が適正に管理され､ 天然林

とともに多様な森林が形成されていること｡

＊季節ごとの優れた景観を有していること｡

＊住民の安全かつ快適な生活が保たれていること｡

＊四万十川がこどもの遊びの場として活用されている

こと｡

＊四万十川を生かした産業が活性化し､ 持続的に発展

していること｡

＊流域内又は流域外との地域間交流が活発に行われて

いるとともに､ その活動が､ 住民の生活又は流域の

生態系に負荷を生じさせていないこと｡

＊情報通信網が整備され､ その活用が図られているこ

と｡

高知県内の四万十川流域のうち､ ５市町 (四万十市・

梼原町・津野町・中土佐町・四万十町) における区域

を対象としています｡

１. 基本原則
｢予防｣ ｢循環｣ ｢共生｣ ｢固有｣ ｢参加｣ を基本原

則として掲げています｡

２. 重点地域
四万十川と一体的な生態系・景観を形成している

地域などを､ 保全のための方策を重点的に行う ｢重

点地域｣ として指定し､ 四万十川の保全と振興を図

ります｡

また､ 重点地域を､ 四万十川との関わりなどを考

慮して､ 次の４つの地区に区分して指定し､ 一定の

行為の制限や事業の推進を図ります｡

◆清流・水辺・生き物回廊地区◆
本川と主要支川に沿って存在する道路や鉄道で区

切られる河畔域を指定しています｡ ここは､ 四万十

川の財産価値を決定する最も重要な地区として､ 自

然はそのまま残し､ 改変場所はできる限り自然を復

元することを目指します｡

◆景観保全・森林等資源活用地区◆
本川と主要支川沿いの一番近い尾根までの区域を

基本とし､ 回廊地区は除きます｡ ここは､ 回廊地区

と一体となって､ 流域の価値を決定する地区として､

景観の保全と森林・農地などの活用と調和を図って

いくことを目指します｡

◆人と自然の共生モデル地区◆
地域の生活と保全の調和を継続していく地区です｡

四万十川流域の目指すべき姿として､ 一定の地区を

対象に､ その地区との協定を結ぶことによって保全

を図っていくことを目指します｡

◆原生林保全地区◆
稀少な原生林又はそれに準ずる森林を保護する地

区です｡ ここでは､ 改変が原則として禁止されます｡

(略称)

四万十川条例について

条条条条条条条条例例例例例例例例制制制制制制制制定定定定定定定定のののののののの趣趣趣趣趣趣趣趣旨旨旨旨旨旨旨旨

目目目目目目目目指指指指指指指指すすすすすすすす将将将将将将将将来来来来来来来来像像像像像像像像

対対対対対対対対象象象象象象象象地地地地地地地地域域域域域域域域

主主主主主主主主なななななななな規規規規規規規規定定定定定定定定のののののののの内内内内内内内内容容容容容容容容

｢｢ ｢｢



2

重点
地域

清流・水辺・生き物回廊地区
(回廊地区)

景観保全・森林等資源活用地区
(保全・活用地区)

人と自然の共生モデル地区
(共生モデル地区)

原生林保全地区

対
象
地
域

本川・主要支川に沿って存在する道路
や鉄道で区切られる河畔域

本川・主要支川に一番近い尾根
(第一稜線) まで
(回廊地区は除きます｡)

黒尊川流域などで想定 原生林等

許
可
が
必
要
な
行
為

１. 鉱物掘採・土石採取
２. 土地の形状変更
３. 建築物・工作物の建築等
４. 建築物の外観の模様替え
５. 建築物・工作物の色彩の変更
６. 天然林の伐採
７. 針葉樹(スギ・ヒノキ)の植樹
８. 看板・広告板等の設置
９. 屋外における物品の集積又は貯蔵

１. 鉱物掘採・土石採取
２. 土地の形状変更
３. 建築物・工作物の建築等
４. 建築物の外観の模様替え
５. 建築物・工作物の色彩の変更
６. 看板・広告板等の設置
７. 屋外における物品の集積又は
貯蔵

(協定の内容)
イ. 協定の対象となる土地の区域
(協定区域)

ロ. 協定区域の管理の方法・目標
に関する事項

ハ. 協定の有効期間
ニ. その他の必要事項

１. 鉱物掘採・土石採取
２. 土地形状変更
３. 建築物・工作物の建築等
４. 建築物の外観の模様替え
５. 建築物・工作物の色彩の変更
６. 立木の伐採
７. 針葉樹(スギ・ヒノキ)の植樹
８. 看板・広告板等の設置
９. 屋外における物品の集積又は貯蔵

指定等 平成18年10月１日 平成18年11月 (予定) －

許

可

が

不

要

な

行

為

１. 都市計画法に規定する用途地域で行う行為 (四万十市)
２. 機能維持のために日常的､ 定期的に行う管理行為
３. 軽易な行為で､ 許可が必要な規模や日数を下回る行為
４. 自分の用途のために木竹を伐採する行為､ 宅地内で行う土石の採取､ 木
竹を植樹する行為
５. 自宅又は自宅と店舗等を兼用する住宅の場合で店舗部分が延べ床面積の
1/2未満かつ100㎡未満のものを建築する行為
６. 住民が農・林・漁業を営むために行う次の行為
・用途を変更しない農地の改変
・農道や林業経営のために附帯して行う行為や作業道を整備する行為
・支障木を伐採する行為
・その他
７. 非常災害のために必要な応急措置として行う行為
８. 学術研究・環境学習その他公益上の事由による行為
９. 河川法等の許可・承認等の対象行為
10. 国・県・流域市町等の行為
11. 既に着手している行為

１. 機能維持のために日常的､ 定期的
に行う管理行為

２. 軽易な行為で､ 許可が必要な規模
や日数を下回る行為

３. 非常災害のために必要な応急措置
として行う行為

４. 学術研究・環境学習その他公益上
の事由による行為

５. 国・県・流域市町等の行為
６. 既に着手している行為

重点地域内で行う一定の行為につい

ては､ 知事の許可を受けなければ行為

を行うことはできません｡ 許可制度で

は､ ｢生態系の保全｣ ｢景観の保全｣ に

関する技術的な基準を定めています｡

重点地域 断面のイメージ

重点地域における許可制度

重点地域の概要

｢｢｢自自自然然然環環環境境境 ｣｣｣ ｢｢｢自自自然然然景景景観観観 ｣｣｣



3

３. 清流基準
環境基本法に定められた生物化学的酸素要求

量 (BOD) などの環境基準のほかに､ 清流度､

窒素､ りん､ 水生生物による四万十川独自の清

流保全目標を設定し､ 流域の高校生や住民のみ

なさんと一緒に調査を行うなどの取り組みを進

め､ 四万十川の望ましい姿を目指します｡

４. 野生動植物の保全
流域内においては､ 稀少種､ 固有種などの野生動植物を故意に捕獲､ 殺傷したり､ 採取､ 損傷することが規

制されます｡ (有害鳥獣の駆除を規制するものではありません｡)

５. 生活文化財産の保全
沈下橋､ 伝統漁法､ 棚田等について､ 生活文化財産として指定し､ 保全を図ります｡

６. 環境配慮指針
高知県が直接実施する事業及び市町などへ補助する事業を対象とし､ 計画から施行､ 管理の各段階ごとに生

態系・景観への配慮が適切に行われるよう指針を定めています｡

７. 目標指標
条例の目的の達成状況を把握し､ 進行管理を行うため､具体的な目標をできる限り数値化して設定しています｡

８. 流域振興ビジョン
四万十川流域を対象に､ 生活環境の確保､ 自然と共生した農林水産業など経済活動の活性化､ 多様な地域間

交流などについて定める ｢流域振興ビジョン｣ を策定し､ 国・市町と連携して実行することとします｡

９. 四万十川流域保全振興委員会
地域指定､ 環境配慮指針､ 目標指標など条例に関する重要な事項を調査審議し､ 知事に提言を行う機関とし

て設けます｡

■ 環境配慮指針のイメージ

高知

清流度

守守守守守守守るるるるるるるべべべべべべべききききききき自自自自自自自然然然然然然然

守守守守守守守るるるるるるるべべべべべべべききききききき景景景景景景景観観観観観観観

環環環環環環環境境境境境境境ににににににに配配配配配配配慮慮慮慮慮慮慮しししししししたたたたたたた
土土土土土土土木木木木木木木工工工工工工工事事事事事事事ののののののの例例例例例例例



｢日本最後の清流｣ といわれる四万十川は､ 今なお美しい流れを
保ち､ 自然のままの姿を多くとどめている｡ また､ その流域は､ 日
本の原風景ともいえる風情を残しながら､ 流域の人々に多くの恵み
を与えるとともに､ 地域固有の生活､ 文化及び歴史が四万十川と密
接にかかわり､ 流域の人々の暮らしや心の中にしっかりと根付きな
がら脈々と伝えられている｡ これらは､ いずれも高知県の貴重な資
源である｡
しかしながら､ この流域でも､ 生活様式の変化や全国からの来訪
者の増加等により､ 更には社会資本の整備を進めていくうえで､ 人
の活動と自然との間で様々な課題が生じてきている｡ 同時に､ 流域
の人々の暮らしの中ではぐくまれてきた地域固有の生活､ 文化及び
歴史も流域を取り巻く環境の変化の中で､ 今後失われることが懸念
される｡
四万十川と流域の良好な環境の恵みを受けることは私たちに与え
られた権利であり､ 同時に､ それを守ることは私たちに課せられた
義務である｡ 私たちは､ この認識のもとに､ 本来､ 自然が持つ機能
を十分に生かしながら､ 生態系や景観を重視した四万十川の保全を
図っていくべきであり､ そのことによって､ 流域の人々の生活の豊
かさの確保と流域を訪れる人々が感じる魅力の向上に努めなければ
ならない｡
私たちは､ 清流四万十川を県民・国民共有の財産として後世に引
き継いでいくため､ 住民､ 県民､ 国民､ 流域市町､ 愛媛県､ 国等の
すべての関係者と手を携え､ 全力を挙げて､ 四万十川の保全と流域
の振興を図り､ 人と自然が共生する循環型の地域社会を創ることを
決意し､ この条例を制定する｡

第１章 総則
(目的)
第１条 この条例は､ 四万十川の保全及び流域の振興について､
基本理念を定め､ 並びに県､ 流域市町､ 事業者､ 県民及び旅行
者等の役割を明らかにするとともに､ 四万十川の保全及び流域
の振興に関する方策を定め､ 流域において､ 多様な生態系及び
景観の保全を基礎とした生活､ 文化及び歴史の豊かさの確保並
びに持続的な発展を目指した振興を図り､ もって四万十川を県
民・国民共有の財産として､ 後世に引き継ぐことを目的とする｡
(定義)
第２条 この条例 (次項を除く｡) において ｢四万十川｣ とは､
河川法 (昭和39年法律第167号) 第４条第１項の規定により指
定された渡川水系のうちの高知県の区域内の河川､ 同法第100

条第１項の規定により流域市町の長が指定した準用河川その他
規則で定めるものをいう｡
２ この条例において ｢本川｣ とは､ 河川法第４条第１項の規定
により指定された渡川水系のうちの四万十川及び規則で定める
ものをいう｡
３ この条例において ｢主要支川｣ とは､ 四万十川のうち本川以
外の河川で規則で定めるものをいう｡
４ この条例において ｢流域市町｣ とは､ 四万十市､ 檮原町､ 津
野町､ 中土佐町及び四万十町をいう｡
５ この条例において ｢流域｣ とは､ 流域市町の区域のうち四万
十川の集水地域として知事が定める区域をいう｡
６ この条例において ｢住民｣ とは､ 流域市町の区域内に住所を
有する者をいう｡
(基本原則)
第３条 県､ 流域市町､ 事業者及び県民並びに流域外から流域を
訪れる者 (県民を除く｡ 以下 ｢旅行者等｣ という｡) は､ 流域
内においては､ 次に掲げる事項に配慮しなければならない｡
(1) 生態系及び景観の保全上の支障が予防されること｡
(2) すべての生き物の生態が相互につながり､ 生活､ 産業その他
の人の活動も自然の循環の中で営まれていることが認識され､
尊重されること｡
(3) 人の活動が自然に負荷を与えていることを考慮し､ 人と自然
の共生が図られること｡
(4) 四万十川の保全及び流域の振興に関し､ 地域固有の特性を生
かした取組が促進されること｡
(5) 四万十川の保全及び流域の振興に関し､ 合理的な意思決定及
び効果的な行動の促進を図るため､ 住民その他関係者に必要な
情報が提供され､ 積極的な参加が促進されること｡
(将来像)
第４条 県､ 流域市町､ 事業者､ 県民及び旅行者等は､ 次に掲げ
る四万十川又は流域の将来像が実現されるように努めなければ
ならない｡
(1) 四万十川の水量が豊かで､ かつ､ 清流が保たれていること｡
(2) 四万十川に天然の水生動植物が豊富に生息し､ 又は生育して
いること｡
(3) 四万十川の河岸に天然林が連なり､ 良好な景観が維持されて
いること｡
(4) 流域内において､ 人工林が適正に管理され､ 天然林とともに
多様な森林が形成されていること｡
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(5) 季節ごとの優れた景観を有していること｡
(6) 住民の安全かつ快適な生活が保たれていること｡
(7) 四万十川がこどもの遊びの場として活用されていること｡
(8) 四万十川を生かした産業が活性化し､ 持続的に発展している
こと｡
(9) 流域内又は流域外との地域間交流が活発に行われているとと
もに､ その活動が､ 住民の生活又は流域の生態系に負荷を生じ
させていないこと｡
(10) 情報通信網が整備され､ その活用が図られていること｡
(県の役割)
第５条 県は､ 第３条各号に掲げる事項 (以下 ｢基本原則｣ とい
う｡) にのっとり､ 四万十川の保全及び流域の振興に関する基
本的かつ総合的方策を策定し､ 並びにこれを実施するとともに､
流域市町が実施する四万十川の保全及び流域の振興に関する方
策を支援し､ 並びに当該方策の総合調整を図るものとする｡
(流域市町の役割)
第６条 流域市町は､ 基本原則にのっとり､ 当該市町の区域の特
性に応じた四万十川の保全及び流域の振興に関する方策を策定
するように努めるとともに､ 並びにこれを実施するように努め
るものとする｡
(事業者の役割)
第７条 事業者は､ 基本原則にのっとり､ 流域内において行う事
業活動に関し､ 四万十川の保全及び流域の振興に自ら努めると
ともに､ 県又は流域市町が実施する四万十川の保全及び流域の
振興に関する方策に協力するものとする｡
(県民の役割)
第８条 県民は､ 基本原則にのっとり､ 四万十川の保全及び流域
の振興に自ら努めるとともに､ 県又は流域市町が実施する四万
十川の保全及び流域の振興に関する方策に協力するものとする｡
(旅行者等の役割)
第９条 旅行者等は､ 基本原則にのっとり､ 流域内において､ 四
万十川の保全に自ら努めるとともに､ 県又は流域市町が実施す
る四万十川の保全及び流域の振興に関する方策に協力するもの
とする｡
(四万十川の日)
第10条 県は､ 四万十川の保全についての理解と認識が深まると
ともに､ 四万十川の保全及び流域の振興に関する取組への参加
意欲が高まるよう四万十川の日を設ける｡
２ 四万十川の日は､ ７月25日とする｡
３ 県は､ 流域市町等と連携して､ 四万十川の保全活動､ 全国へ
の情報発信その他の四万十川の日の趣旨にふさわしい事業を実
施するものとする｡

第２章 生態系及び景観の保全等
第１節 重点地域
(重点地域)
第11条 知事は､ 流域内において､ 本川若しくは主要支川と一体
的な生態系及び景観を形成し､ 又は原生的な自然を維持してい
る地域について､ 当該地域の自然的社会的特性に応じて､ 生態
系及び景観の保全上必要な方策を重点的に講ずることにより､
四万十川の保全及び流域の振興を図るものとする｡
２ 知事は､ 流域内において､ 本川又は主要支川の上流から下流
まで並びに水域及び陸域の野生動植物の生息・生育環境の連続
性を確保することにより生態系及び景観を保全することが特に
重要である地区を清流・水辺・生き物回廊地区 (以下 ｢回廊地
区｣ という｡) として指定することができる｡
３ 前項に掲げるもののほか､ 知事は､ 必要と認めるときは本川
又は主要支川に直接流入する主要支川以外の河川及びその周辺
の地区を回廊地区として指定することができる｡
４ 知事は､ 流域内において､ 本川又は主要支川に影響を及ぼす
おそれのある開発行為を防止し､ 一体的な生態系及び景観を保

全するとともに､ これらと調和した森林その他の資源の活用を
促進することが重要である地区を景観保全・森林等資源活用地
区 (以下 ｢保全・活用地区｣ という｡) として指定することが
できる｡
５ 知事は､ 流域内において､ 河川が優れた水質を維持している
とともに､ 野生動植物の多様性が確保され､ かつ､ 特に良好な
景観が維持され､ 人と自然が共生している地区を人と自然の共
生モデル地区 (以下 ｢共生モデル地区｣ という｡) として指定
することができる｡
６ 知事は､ 流域内において､ 優れた原生林又はこれに準ずる森
林を形成している地区であって､ 保全する必要のあるものを原
生林保全地区として指定することができる｡
７ 回廊地区､ 保全・活用地区及び原生林保全地区は､ それぞれ
重複しないものとする｡
(指定等)
第12条 知事は､ 回廊地区､ 保全・活用地区､ 共生モデル地区及
び原生林保全地区 (以下 ｢重点地域｣ という｡) を指定しよう
とするときは､ あらかじめ､ 国の地方支分部局等 (規則で定め
るものに限る｡) の長及び指定しようとしている地区が属する
市町の長 (第９項において ｢国の地方支分部局長等｣ と総称す
る｡) の意見を聴くものとする｡
２ 知事は､ 重点地域を指定しようとするときは､ あらかじめ､
規則で定めるところにより､ その旨を公告し､ その案を当該公
告の日から起算して１月間縦覧に供するものとする｡
３ 知事は､ 前項の規定による公告を行うときは､ あらかじめ､
説明会の開催その他の指定の趣旨及び内容の周知に関し必要な
措置を講ずるものとする｡
４ 第２項の規定による公告があったときは､ 当該重点地域に係
る住民及び利害関係人は､ 同項の縦覧期間満了の日の翌日から
起算して２週間を経過する日までの間に､ 縦覧に供された案に
ついて知事に意見書を提出することができる｡
５ 知事は､ 重点地域の指定に関し､ 広く意見を聴く必要がある
と認めるときは､ 公聴会の開催その他の措置を講ずるものとす
る｡
６ 知事は､ 重点地域を指定しようとするときは､ あらかじめ､
高知県四万十川流域保全振興委員会の意見を聴くものとする｡
この場合において､ 第１項の意見があったとき､ 第４項の規定
による意見書の提出があったとき､ 又は前項の規定による公聴
会の開催その他の措置を行ったときは､ その内容の要旨を同委
員会に報告するものとする｡
７ 知事は､ 重点地域を指定するときは､ その旨及びその区域を
告示するものとする｡
８ 重点地域の指定は､ 前項の規定による告示によってその効力
を生ずる｡
９ 知事は､ 重点地域を指定したときは､ その旨を国の地方支分
部局長等に通知するものとする｡

10 前各項の規定は重点地域の拡張 (回廊地区､ 保全・活用地区､
共生モデル地区及び原生林保全地区のそれぞれの地区間におい
て指定の変更を行う場合を含む｡) について､ 第１項､ 第６項
前段及び第７項から前項までの規定はその地域の縮小 (回廊地
区､ 保全・活用地区､ 共生モデル地区及び原生林保全地区のそ
れぞれの地区間において指定の変更を行う場合を除く｡) 及び
解除について､ それぞれ準用する｡
(回廊地区内における行為の制限等)
第13条 回廊地区内においては､ 次に掲げる行為は､ 知事の許可
を受けなければ､ してはならない｡
(1) 鉱物を掘採し､ 又は土石を採取すること｡
(2) 盛土又は切土により規則で定める高さを超える土地の形状の
変更をすること｡
(3) 建築物 (建築基準法 (昭和25年法律第201号) 第２条第１号
に規定する建築物をいう｡ 以下同じ｡) その他規則で定める工
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作物の新築､ 増築､ 改築､ 移転又は撤去 (以下 ｢建築等｣ とい
う｡) をすること｡

(4) 建築物の外観の模様替えで規則で定めるものをすること｡
(5) 建築物その他第３号の工作物の色彩の変更で規則で定めるも
のをすること｡
(6) 天然林を伐採すること (保安林 (森林法 (昭和26年法律第249
号) 第25条第１項及び第25条の２第２項に規定するものをいう｡
以下同じ｡) における施業上のものを除く｡)｡
(7) 針葉樹 (すぎ及びひのきに限る｡) を植樹すること (保安林
における施業上のものを除く｡)｡
(8) 看板､ 広告板その他これらに類する物で､ 規則で定めるもの
を設置すること｡
(9) 屋外において土石､ 廃棄物 (廃棄物の処理及び清掃に関する
法律 (昭和45年法律第137号) 第２条第１項に規定する廃棄物
をいう｡ 以下同じ｡) その他規則で定める物品を集積し､ 又は
貯蔵すること｡
２ 前項の規定による許可の基準は､ 次の各号に掲げるとおりと
し､ 当該各号に定める基準を適用するについて必要な技術的細
目は､ 規則で定める｡

(1) 当該行為をする土地の現に有する災害の防止の機能からみて､
当該行為により当該土地の周辺の地域において土砂の流出又は
崩壊その他の災害を発生させるおそれがないこと｡

(2) 当該行為をする土地の現に有する水害の防止の機能からみて､
当該行為により当該機能に依存する地域における水害を発生さ
せるおそれがないこと｡
(3) 当該行為をする土地の現に有する水源のかん養の機能からみ
て､ 当該行為により当該機能に依存する地域における水の確保
に著しい支障を及ぼすおそれがないこと｡
(4) 当該行為をする土地の現に有する生態系及び景観の保全の機
能からみて､ 当該行為により当該土地及びその周辺の地域にお
ける生態系及び景観を著しく悪化させるおそれがないこと｡
３ 知事は､ 第１項の規定により許可をしようとするとき (規則
で定める場合に限る｡) は､ あらかじめ､ 当該行為が行われよ
うとする土地が属する市町の長の意見を聴くものとする｡

４ 第１項の許可には､ 住民の生活の安全性及び利便性を確保し､
並びに生態系及び景観を保全するため､ 必要な限度において､
条件を付することができる｡
５ 第１項の規定は､ 市街地その他の規則で定める地域において
は､ 適用しない｡
６ 第１項の規定は､ 次に掲げる行為については､ 適用しない｡
(1) 通常の管理行為､ 軽易な行為その他の行為であって規則で定
めるもの
(2) 住民が行う自己の居住の用に供する住宅の建築等 (附帯して
行う土地の形状変更及び工作物の建築等で規則で定めるものを
除く｡) 及び住民が農業､ 林業又は漁業を営むために行う行為
で規則で定めるもの
(3) 非常災害のために必要な応急措置として行う行為
(4) 学術研究､ 環境学習その他公益上の事由により知事が特に必
要と認める行為
(5) 公有水面埋立法 (大正10年法律第57号)､ 港湾法 (昭和25年
法律第218号) 及び河川法の規定による免許､ 許可､ 承認等の
対象となる行為
７ 住民は､ 前項第２号の行為を行うに当たっては､ 生態系及び
景観の保全に配慮するように努めるものとする｡
８ 国､ 県､ 流域市町又は地方公共団体の組合 (流域市町が加入
しているものに限る｡ 以下同じ｡) が行う行為については､ 第
１項の規定による許可を受けることを要しない｡ この場合にお
いて､ 知事は､ 国､ 流域市町及び地方公共団体の組合が生態系
及び景観の保全に関し配慮した事項を把握するように努めるも
のとする｡
９ 第１項の規定は､ 回廊地区が指定され､ 又はその地区が拡張

された際既に着手している行為については､ 適用しない｡
10 知事は､ 回廊地区内において､ 自然植生の回復を図るため､
人工林 (すぎ又はひのきを植林したものに限る｡ 以下同じ｡)
の間伐の適正な実施その他の措置が講ぜられるように努めると
ともに､ 必要に応じて､ 国､ 県､ 流域市町又は規則で定める公
共的団体による土地の買取りを促進するために必要な措置を講
ずるように努めるものとする｡
11 知事は､ 回廊地区内に存する工作物のうち､ 生態系及び景観
の保全の観点から当該工作物の改修又は当該工作物の周辺地域
の整備を行うことが必要と認められるときは､ その改修又は整
備に必要な措置を講ずるように努めるものとする｡
(保全・活用地区内における行為の制限等)
第14条 保全・活用地区内においては､ 次に掲げる行為は､ 知事
の許可を受けなければ､ してはならない｡
(1) 鉱物を掘採し､ 又は土石を採取すること｡
(2) 盛土又は切土により規則で定める高さを超える土地の形状の
変更をすること｡
(3) 建築物その他規則で定める工作物の建築等をすること｡
(4) 建築物の外観の模様替えで規則で定めるものをすること｡
(5) 建築物その他第３号の工作物の色彩の変更で規則で定めるも
のをすること｡
(6) 看板､ 広告板その他これらに類する物で､ 規則で定めるもの
を設置すること｡

(7) 屋外において土石､ 廃棄物その他規則で定める物品を集積し､
又は貯蔵すること｡
２ 前条第２項から第９項までの規定は､ 前項の許可の対象とな
る行為について準用する｡ この場合において､ 同条第９項中
｢回廊地区｣ とあるのは､ ｢保全・活用地区｣ と読み替えるもの
とする｡
３ 知事は､ 保全・活用地区内において､ 人工林の除伐及び間伐
の適正な実施､ 混交林 (針葉樹と広葉樹が混在して生育する森
林をいう｡ 以下同じ｡) の整備その他の措置が講ぜられるよう
に努めるものとする｡
(共生モデル地区内における協定の締結等)
第15条 知事は､ 共生モデル地区内の土地の所有者 (管理者又は
占有者で権原を有する者を含む｡) 又はこれらの者が参加する
団体の代表者との間において､ 共生モデル地区の保全に関する
協定 (以下この条において ｢協定｣ という｡) を締結すること
ができる｡
２ 協定には､ 次に掲げる事項を定めるものとする｡
(1) 協定の対象となる土地の区域 (以下この条において ｢協定区
域｣ という｡)
(2) 協定区域の管理の方法及び目標に関する事項
(3) 協定の有効期間
(4) 前３号に掲げるもののほか､ 協定の実施に関し必要な事項
３ 知事は､ 協定を締結しようとするときは､ あらかじめ､ 当該
協定区域が属する市町の長及び高知県四万十川流域保全振興委
員会の意見を聴くものとする｡ 当該協定を変更し､ 又は廃止し
ようとするときも同様とする｡
４ 知事は､ 共生モデル地区内において､ 人工林の除伐及び間伐
の適正な実施､ 混交林の整備その他の措置が図られるように努
めるものとする｡
(原生林保全地区内における行為の制限等)
第16条 原生林保全地区内においては､ 次に掲げる行為は､ 知事
の許可を受けなければ､ してはならない｡
(1) 鉱物を掘採し､ 又は土石を採取すること｡
(2) 盛土又は切土により規則で定める高さを超える土地の形状の
変更をすること｡
(3) 建築物その他規則で定める工作物の建築等をすること｡
(4) 建築物の外観の模様替えで規則で定めるものをすること｡
(5) 建築物その他第３号の工作物の色彩の変更で規則で定めるも
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のをすること｡
(6) 立木を伐採すること (保安林における施業上のものを除く｡)｡
(7) 針葉樹 (すぎ及びひのきに限る｡) を植樹すること (保安林
における施業上のものを除く｡)｡

(8) 看板､ 広告板その他これらに類する物で､ 規則で定めるもの
を設置すること｡

(9) 屋外において土石､ 廃棄物その他規則で定める物品を集積し､
又は貯蔵すること｡
２ 前項の規定は､ 次に掲げる行為については､ 適用しない｡
(1) 通常の管理行為､ 軽易な行為その他の行為であって規則で定
めるもの
(2) 非常災害のために必要な応急措置として行う行為
(3) 学術研究､ 環境学習その他公益上の事由により知事が特に必
要と認める行為
３ 第13条第２項から第４項まで､ 第８項及び第９項の規定は､
第１項の許可の対象となる行為について準用する｡ この場合に
おいて､ 同条第９項中 ｢回廊地区｣ とあるのは､ ｢原生林保全
地区｣ と読み替えるものとする｡

４ 知事は､ 原生林保全地区内において､ 必要に応じて､ 国､ 県､
流域市町又は規則で定める公共的団体による土地の買取りを促
進するために必要な措置を講ずるように努めるものとする｡
(許可の申請)
第17条 第13条第１項､ 第14条第１項又は第16条第１項の規定に
より許可を受けようとする者は､ 第13条第１項各号､ 第14条第
１項各号又は第16条第１項各号に掲げる行為 (以下 ｢許可行為｣
という｡) の種類ごとに次に掲げる事項を記載した申請書によ
り､ 知事に申請しなければならない｡
(1) 許可行為をする土地の位置､ 区域及び規模
(2) 建築物その他第13条第１項第３号､ 第14条第１項第３号又は
第16条第１項第３号の工作物の用途及びその敷地の位置
(3) 許可行為の概要
(4) 前３号に掲げるもののほか､ 規則で定める事項
２ 前項の申請書には､ 次に掲げる書類及び図書を添付しなけれ
ばならない｡
(1) 許可行為に係る土地の所有者 (管理者又は占有者で権原を有
する者を含む｡) から当該許可行為を行うことの同意を得てい
ることを証する書類
(2) 前号に掲げる書類のほか､ 規則で定める書類及び図書
(許可等の通知)
第18条 知事は､ 前条第１項の規定により申請があったときは､
遅滞なく､ 許可又は不許可の処分をしなければならない｡
２ 知事は､ 前項の処分をしたときは､ 速やかに､ 文書をもって
その旨を当該申請をした者に通知しなければならない｡
(変更の許可等)
第19条 第13条第１項､ 第14条第１項又は第16条第１項の許可
(この項の規定による許可を含む｡ 第４項において同じ｡) を受
けた者は､ 第17条第１項各号に掲げる事項を変更しようとする
ときは､ 知事の許可を受けなければならない｡
２ 第13条第４項の規定は､ 前項の規定による許可について準用
する｡
３ 第１項の規定により許可を受けようとする者は､ 第17条第２
項各号に掲げる書類及び図書のうち当該変更に係る書類及び図
書を添えた申請書により､ 知事に申請しなければならない｡
４ 第13条第１項､ 第14条第１項又は第16条第１項の許可を受け
た者は､ 規則で定める事項を変更したときは､ 速やかに､ その
旨を知事に届け出なければならない｡
(許可行為の着手及び完了の届出等)
第20条 第13条第１項､ 第14条第１項若しくは第16条第１項の許
可又は前条第１項の規定による許可を受けた者 (以下 ｢許可を
受けた者｣ という｡) は､ 当該許可行為に着手したとき及び当
該許可行為を完了したときは､ 直ちに､ その旨を知事に届け出

なければならない｡
２ 知事は､ 前項の規定により許可行為の完了の届出があったとき
は､ 遅滞なく､ 当該許可行為が許可の内容に適合しているかど
うかについて検査し､ 当該許可行為が許可の内容に適合してい
ると認めたときは､ 規則で定める検査済証を当該許可を受けた
者に交付しなければならない｡
(許可行為の休止等の届出等)
第21条 許可を受けた者は､ 当該許可行為に着手しないこととなっ
たとき､ 当該許可行為を休止したとき及び再開したとき又は当
該許可行為に着手した後に当該許可行為を廃止したとき (当該
許可行為に着手した後に当該許可行為を休止し､ 再開すること
なく廃止したときを含む｡ 第６項において同じ｡) は､ 直ちに､
その旨を知事に届け出なければならない｡
２ 許可行為の休止の期間は､ １年以内とし､ １年を超える場合
は､ 事前にその旨を知事に届け出なければならない｡
３ 知事は､ 第１項の規定により許可行為の廃止の届出があった
ときは､ その職員に､ 当該許可行為の実施場所に立ち入り､ 当
該許可行為の実施後の状況について調査させることができる｡
４ 前項の規定に基づき立入調査をする職員は､ その身分を示す
証明書を携帯し､ 関係者から請求のあったときは､ これを提示
しなければならない｡
５ 第３項の規定に基づく立入調査の権限は､ 犯罪捜査のために
認められたものと解釈してはならない｡
６ 知事は､ 重点地域における生態系及び景観の保全又は野生動
植物の保全のために必要があると認めるときは､ 当該許可行為
に着手した後に当該許可行為を廃止した者に対して､ 相当の期
限を定めて､ 原状回復を命じ､ 又は原状回復が著しく困難であ
る場合に､ これに代わるべき必要な措置をとるべき旨を命ずる
ことができる｡
(地位の承継)
第22条 許可を受けた者について相続又は合併若しくは分割 (当
該許可行為に係る事業を承継させるものに限る｡) があったと
きは､ 相続人又は合併後存続する法人若しくは合併により設立
された法人若しくは分割により当該許可行為に係る事業を承継
した法人は､ 当該許可に基づく地位を承継するものとする｡
２ 前項の規定により地位を承継した者は､ 速やかに､ その旨を
知事に届け出なければならない｡
３ 許可を受けた者から当該許可行為をする土地の所有権その他
当該許可行為をする権原を取得した者は､ 知事の承認を得て､
当該許可を受けた者が有していた当該許可に基づく地位を承継
することができる｡

第２節 清流の保全
(清流基準)
第23条 知事は､ 四万十川の清流を保全するため､ 清流基準を定
めるものとする｡
２ 清流基準は､ 環境基本法 (平成５年法律第91号) 第16条第１
項の規定により定められた四万十川に係る環境基準のほか､ 次
に掲げるものとする｡
(1) 清流度 (河川の水質に関し水平方向に見通した透明性を表す
数値で､ 規則で定める方法により測定するものをいう｡)
(2) 窒素に係る指標
(3) 燐 (りん) に係る指標
(4) 水生生物に係る指標
３ 前項各号に掲げる清流基準は､ 環境基本法第16条第２項に規
定する類型 (類型が設けられていない水域については､ これに
相当する類型) 及び知事が必要と認める地点ごとに規則で定め
る｡
４ 知事は､ 第２項各号に掲げる清流基準について､ 常に適切な
科学的判断を加え､ 必要があると認めるときは､ 改定するもの
とする｡
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５ 知事は､ この条例に定める方策であって四万十川の保全に関
係するものを総合的かつ有効適切に講ずることにより､ 清流基
準が確保されるように努めるものとする｡
(保水力の向上)
第24条 県は､ 国､ 流域市町､ 農林水産業従事者その他の事業者
と協力し､ 流域内の森林及び農地の保水力を向上させ､ 四万十
川の豊かな水量の確保を図るため､ 次の措置を講ずるように努
めるものとする｡
(1) 除伐及び間伐の実施､ 混交林の拡大等森林の適正管理の促進
(2) 保安林の指定の促進
(3) 耕作放棄地の発生の防止等農地の適正管理の促進
(自然の浄化機能の向上)
第25条 知事は､ 流域における自然の浄化機能を向上させるため､
適切な措置を講ずるように努めるとともに､ 事業者に対して指
導及び助言をするように努めるものとする｡
(濁りの防止)
第26条 知事は､ 四万十川に著しい濁りを発生させ､ 若しくは流
出させ､ 又は四万十川において濁りを長期化させるおそれのあ
る行為を行う事業者に対して､ 濁りの発生､ 流出又は長期化を
防止するために必要な措置を講ずるよう指導及び助言をするよ
うに努めるものとする｡

第３節 野生動植物の保全
第27条 流域内においては､ 規則で定める野生動植物を故意に捕
獲し､ 殺傷し､ 採取し､ 又は損傷してはならない｡ ただし､ 学
術研究､ 環境学習､ 当該野生動植物の繁殖その他公益上の事由
により知事が特に必要と認めて許可した場合は､ この限りでな
い｡
２ 前項本文の規定は､ 非常災害のために必要な応急措置として
行う行為については､ 適用しない｡
３ 第１項ただし書の許可には､ 当該野生動植物の保全のため､
必要な限度において､ 条件を付することができる｡
４ 第13条第８項の規定は､ 第１項ただし書の許可の対象となる
行為について準用する｡

第４節 適正な産業活動
(産業廃棄物の減量及び資源の循環的利用)
第28条 事業者は､ 流域内における事業活動に伴って生ずる産業
廃棄物の減量に努めるとともに､ 資源の循環的な利用が行われ
るように努めなければならない｡

第５節 きれいな空気の保全
(自動車等の駐停車時の原動機の停止)
第29条 自動車等 (道路運送車両法 (昭和26年法律第185号) 第
２条第２項に規定する自動車及び同条第３項に規定する原動機
付自転車をいう｡ 以下この条において同じ｡) を運転する者は､
流域内において自動車等を駐車し､ 又は停車するときは､ きれ
いな空気の保全を図るため当該自動車等の原動機を停止しなけ
ればならない｡ ただし､ 規則で定める場合は､ この限りでない｡
(エコカーの利用促進)
第30条 県は､ 流域内において自動車を使用する場合は､ 排出ガ
スを発生しない自動車又は排出ガスの発生が少ない自動車 (以
下この条において ｢エコカー｣ という｡) の利用に努めるもの
とする｡
２ 事業者､ 県民又は旅行者等で流域内において自動車を使用す
るものは､ エコカーを利用するように努めるものとする｡
３ 知事は､ 国及び流域市町に対して､ 流域内でのエコカーの利
用を促進するよう要請するものとする｡

第６節 生活文化財産の保全
第31条 知事は､ 流域における生活文化を後世に継承するため､

四万十川に設置されている沈下橋､ 四万十川で行われていた又
は行われている伝統漁法､ 流域内の棚田その他知事が必要と認
めるものを生活文化財産として指定することができる｡
２ 知事は､ 生活文化財産を指定しようとするときは､ あらかじ
め､ 当該生活文化財産が存する区域が属する市町の長及び高知
県四万十川流域保全振興委員会の意見を聴くものとする｡
３ 知事は､ 第１項の規定により指定した生活文化財産の保全の
ために必要な措置を講ずるように努めるものとする｡
４ 知事は､ 必要に応じ､ 第１項の規定により指定した生活文化
財産の指定を変更し､ 又は解除することができる｡
５ 第２項の規定は､ 生活文化財産の指定を変更し､ 又は解除し
ようとする場合について準用する｡

第７節 環境配慮指針
第32条 知事は､ 流域内において県が実施し､ 又は助成する事業
について､ 計画､ 実施及び管理の各段階ごとに生態系及び景観
の保全への配慮が適切に行われるよう環境配慮指針を定めるも
のとする｡
２ 環境配慮指針には､ 次に掲げる事項を定めるものとする｡
(1) 対象となる事業 (以下この条において ｢対象事業｣ という｡)
(2) すべての対象事業に適用する配慮事項及び対象事業の種類ご
とに適用する配慮事項
(3) 回廊地区､ 保全・活用地区､ 共生モデル地区若しくは原生林
保全地区又はこれら以外の地域ごとに適用する配慮事項
(4) 前３号に掲げるもののほか､ 環境配慮指針に関し知事が必要
と認める事項
３ 知事は､ 環境配慮指針について､ 常に適切な科学的判断を加
え､ 必要があると認めるときは､ 改定するものとする｡

４ 知事は､ 環境配慮指針を定め､ 又は改定しようとするときは､
あらかじめ､ 国の地方支分部局等 (規則で定めるものに限る｡)
の長､ 流域市町の長及び高知県四万十川流域保全振興委員会の
意見を聴くものとする｡
５ 対象事業を実施する者は､ 環境配慮指針を遵守するものとす
る｡
６ 知事は､ 流域内において､ 国､ 流域市町又は地方公共団体の
組合が実施する事業のうち対象事業に相当するものについて､
環境配慮指針に配慮するよう要請するものとする｡

第３章 流域の振興
(流域振興ビジョン)
第33条 知事は､ 国及び流域市町と連携し､ 流域の振興のための
方針及び具体的計画 (以下この条において ｢流域振興ビジョン｣
という｡) を策定するものとする｡
２ 流域振興ビジョンは､ この条例の目的､ 基本原則､ 将来像そ
の他の規定に沿ったものでなければならない｡

３ 流域振興ビジョンには､ 次に掲げる事項を定めるものとする｡
(1) 流域の振興に関する基本方針
(2) 生活環境の確保に関する事項
(3) 自然と共生した農林水産業その他の経済活動の活性化に関す
る事項
(4) 多様な地域間交流に関する事項
(5) 前各号に掲げるもののほか､ 流域の振興に関し知事が必要と
認める事項
４ 知事は､ 流域振興ビジョンを策定しようとするときは､ 住民
の意見を十分に反映するように努めるものとする｡
５ 知事は､ 流域振興ビジョンを策定しようとするときは､ あら
かじめ､ 国の地方支分部局等 (規則で定めるものに限る｡) の
長､ 流域市町の長及び高知県四万十川流域保全振興委員会の意
見を聴くものとする｡
６ 知事は､ 流域振興ビジョンを策定したときは､ 速やかに､ そ
の内容を公表するものとする｡
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７ 知事は､ 必要に応じ､ 流域振興ビジョンを改定するものとす
る｡
８ 第４項から第６項までの規定は､ 流域振興ビジョンを改定す
る場合について準用する｡
９ 県は､ 流域振興ビジョンに基づく方策を国及び流域市町と連
携して実施するものとする｡

第４章 調査､ 研究及び環境学習等
(調査及び研究)
第34条 県は､ 国､ 他の地方公共団体､ 研究機関その他のものと
連携し､ 四万十川の水量及び水質並びに流域の生態系､ 景観､
文化及び歴史に関する科学的な調査及び研究を推進するものと
する｡
(環境学習等)
第35条 県は､ 国及び流域市町と連携し､ 事業者及び県民の四万
十川の水量及び水質並びに流域の生態系及び景観の保全につい
ての理解が深まるよう環境学習及び広報活動の推進その他の必
要な措置を講ずるものとする｡

第５章 事業評価
(目標指標)
第36条 知事は､ この条例の目的の達成状況を把握し､ 進行管理
を行うため､ 必要な目標指標を定めるものとする｡
２ 目標指標には､ 次に掲げる事項を定めるものとする｡
(1) 目標指標の項目並びに項目ごとの現状の数値､ 目標とするべ
き数値､ 目標年度及び調査方法に関すること｡
(2) 前号に掲げるもののほか､ 目標指標に関し知事が必要と認め
る事項
３ 知事は､ 必要に応じ､ 前項各号に掲げる事項を変更するもの
とする｡
４ 知事は､ 目標指標を定め､ 又は変更しようとするときは､ あ
らかじめ､ 国の地方支分部局等 (規則で定めるものに限る｡)
の長､ 流域市町の長及び高知県四万十川流域保全振興委員会の
意見を聴くものとする｡
５ 知事は､ 国及び流域市町と連携して､ この条例の規定に基づ
く方策を総合的かつ有効適切に講ずることにより､ 目標指標が
達成されるように努めるものとする｡
(住民意識調査)
第37条 知事は､ この条例の目的の達成状況を把握し､ 進行管理
を行うため､ 必要な住民意識調査を定期的に行い､ その結果を
公表するものとする｡
２ 住民意識調査の実施時期､ 実施方法その他住民意識調査の実
施に関し必要な事項は､ 規則で定める｡
(情報提供)
第38条 知事は､ 四万十川の保全及び流域の振興に関する方策の
総合的な推進に役立てるため､ この条例に関連する事項の情報
を必要に応じ､ 提供するものとする｡

第６章 高知県四万十川流域保全振興委員会
(設置)
第39条 この条例の規定により定められた事項その他の四万十川
の保全及び流域の振興に関する重要事項を調査審議させるため､
高知県四万十川流域保全振興委員会 (以下この章において ｢委
員会｣ という｡) を置く｡
(組織)
第40条 委員会は､ 委員15人以内で組織する｡
(任命等)
第41条 委員は､ 学識経験を有する者のうちから､ 知事が任命す
る｡
２ 委員の任期は､ ３年とする｡ ただし､ 委員が欠けた場合にお
ける補欠の委員の任期は､ 前任者の残任期間とする｡

３ 委員は､ 再任されることができる｡
(会長及び副会長)
第42条 委員会に会長及び副会長を置き､ それぞれ委員の互選に
よって定める｡
２ 会長は､ 会務を総理し､ 委員会を代表する｡
３ 副会長は､ 会長を補佐し､ 会長に事故があるとき又は会長が
欠けたときは､ その職務を代理する｡
(委任)
第43条 この章に定めるもののほか､ 委員会の運営に関し必要な
事項は､ 規則で定める｡

第７章 国及び他の地方公共団体との協力等
(国及び他の地方公共団体との協力)
第44条 県は､ 四万十川の保全及び流域の振興に関する方策につ
いて､ 国及び他の地方公共団体と協力して推進するものとする｡
(流域市町への支援)
第45条 県は､ 流域市町が実施する四万十川の保全及び流域の振
興に関する方策への助成､ 助言その他の支援措置を講ずるもの
とする｡

第８章 雑則
(許認可等に当たっての考慮)
第46条 知事は､ 流域内における行為の実施につき免許､ 許可､
認可､ 承認､ 補助金等の交付の決定その他これらに類する行為
(以下この条において ｢許認可等｣ という｡) を要することとさ
れている場合において､ 当該流域内における行為に係る許認可
等の権限を有するときは､ 当該許認可等をするに当たり､ この
条例の規定について考慮するものとする｡
２ 知事は､ 前項の場合において､ 当該流域内における行為に係
る許認可等の権限を有する者が知事以外の者であるときは､ 当
該許認可等の権限を有する者に対し､ 当該許認可等をするに当
たり､ この条例の規定について考慮するよう要請するものとす
る｡
(総合調整等のための体制の整備)
第47条 県は､ 四万十川の保全及び流域の振興に関する方策につ
いて総合的に調整し､ 及び推進するために必要な体制を整備す
るものとする｡
(流域市町条例との関係)
第48条 県は､ この条例及び流域市町の条例とが相まって､ 四万
十川の保全及び流域の振興が図られるように努めるものとする｡
(報告等及び立入調査)
第49条 知事は､ この条例の施行に必要な限度において､ 第13条
第１項､ 第14条第１項､ 第16条第１項､ 第19条第１項又は第27
条第１項ただし書の規定による許可の対象となる行為を行う者
に対し､ 必要な事項の報告又は資料の提出を求めることができ
る｡
２ 知事は､ 第21条第３項の規定に基づく場合を除き､ この条例
の施行に必要な限度において､ その職員に､ 当該行為の実施場
所に立ち入り､ 当該行為の実施中又は実施後の状況について調
査させることができる｡
３ 前項の規定に基づき立入調査をする職員は､ その身分を示す
証明書を携帯し､ 関係者から請求のあったときは､ これを提示
しなければならない｡
４ 第２項の規定に基づく立入調査の権限は､ 犯罪捜査のために
認められたものと解釈してはならない｡
(中止命令等)
第50条 知事は､ 重点地域における生態系及び景観の保全又は野
生動植物の保全のために必要があると認めるときは､ 次の各号
のいずれかに該当すると認められる者に対して､ その行為の中
止を命じ､ 又は相当の期限を定めて､ 原状回復を命じ､ 若しく
は原状回復が著しく困難である場合に､ これに代わるべき必要
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な措置をとるべき旨を命ずることができる｡
(1) 第13条第１項の規定に違反した者
(2) 第13条第４項(第14条第２項､ 第16条第３項及び第19条第２
項において準用する場合を含む｡) の規定により許可に付せら
れた条件に違反した者
(3) 第14条第１項の規定に違反した者
(4) 第16条第１項の規定に違反した者
(5) 第19条第１項の規定に違反した者
(6) 第27条第１項の規定に違反した者
(7) 第27条第３項の規定により許可に付せられた条件に違反した
者
２ 知事は､ 規則で定めるところにより､ その職員に､ 前項に規
定する権限の一部を行わせることができる｡
３ 前項の職員は､ その身分を示す証明書を携帯し､ 関係者から
請求のあったときは､ これを提示しなければならない｡
(公表)
第51条 知事は､ 第21条第６項又は前条の規定に基づく命令を受
けた者が当該命令に従わないときは､ その旨及び当該命令の内
容を公表することができる｡
２ 知事は､ 前項の規定に基づく公表をしようとするときは､ あ
らかじめ､ 当該命令を受けた者にその旨を通知するとともに､
意見を述べる機会を与えなければならない｡
(損失の補償)
第52条 県は､ 第13条第１項､ 第14条第１項､ 第16条第１項､ 第
19条第１項若しくは第27条第１項ただし書の規定による許可を
受けることができないため､ 又は第13条第４項 (第14条第２項､
第16条第３項及び第19条第２項において準用する場合を含む｡)
若しくは第27条第３項の規定により許可に条件を付せられたた
め､ 損失を受けた者に対して､ 通常生ずべき損失を補償する｡
(事務処理の特例)
第53条 地方自治法 (昭和22年法律第67号) 第252条の17の２第
１項の規定に基づき､ この条例及びこの条例の施行のための規
則に基づく知事の権限に属する事務のうち､ 次の表の左欄に掲
げる事務 (第13条第１項又は第14条第１項の規定による回廊地
区内又は保全・活用地区内における行為の許可に係るものに限
る｡) は､ 同表の右欄に掲げる市町が処理することとする｡

２ 地方自治法第252条の17の２第１項の規定に基づき､ この条
例及びこの条例の施行のための規則に基づく知事の権限に属す
る事務のうち､ 次に掲げる事務は､ 檮原町が処理することとす
る｡

(1) 第13条第１項又は第14条第１項の規定による回廊地区内又は
保全・活用地区内における行為の許可 (第17条第１項の申請書
の受理並びに第18条の規定による許可又は不許可の処分及び当
該処分の通知書の交付を含む｡)
(2) 第13条第３項 (第14条第２項において準用する場合を含む｡)
の規定による市町の長からの意見の聴取
(3) 第13条第４項 (第14条第２項において準用する場合を含む｡)
の規定による第１号の許可に伴う条件の付加
(4) 第19条第１項の規定による第１号の許可に係る変更の許可
(同条第３項の申請書の受理を含む｡)
(5) 第19条第２項において準用する第13条第４項の規定による前
号の許可に伴う条件の付加
(6) 第19条第４項の規定による第１号又は第４号の許可に係る変
更の届出の受理
(7) 第20条の規定による第１号又は第４号の許可に係る行為の着

手等の届出の受理､ 検査の実施及び検査済証の交付
(8) 第21条第１項及び第２項の規定による第１号又は第４号の許
可に係る行為の休止等の届出の受理
(9) 第21条第３項及び第６項の規定に基づく第１号又は第４号の
許可に係る行為の廃止に伴う立入調査及び原状回復命令等
(10) 第22条第２項の規定による第１号又は第４号の許可に係る
地位の承継の届出の受理
(11) 第22条第３項の規定による第１号又は第４号の許可に係る
地位の承継の承認
(12) 第49条第１項の規定に基づく報告等の徴収 (第１号から前
号までに掲げるそれぞれの事務を行うため必要がある場合に限
る｡)
(13) 第49条第２項の規定に基づく立入調査 (第１号から第８号
まで､ 第10号及び第11号に掲げるそれぞれの事務を行うため必
要がある場合に限る｡)
(14) 第50条第１項の規定に基づく第１号若しくは第４号の許可
又は第３号若しくは第５号の条件の付加に係る中止命令等
(15) 第50条第２項の規定に基づく前号の中止命令等に係る権限
の行使の委任
(16) 第51条第１項の規定に基づく第９号の原状回復命令等又は
第14号の中止命令等に係る公表
(17) 第51条第２項の規定による前号の公表に係る通知及び意見
陳述の機会の付与
(18) 第52条の規定による第１号若しくは第４号の許可をしない
こと又は第３号若しくは第５号の条件の付加に伴う損失の補償
(委任)
第54条 この条例に定めるもののほか､ この条例の施行に関し必
要な事項は､ 規則で定める｡

附 則
この条例は､ 平成13年４月１日から施行する｡
附 則 (平成16年８月６日条例第38号)

この条例は､ 平成17年２月１日から施行する｡
附 則 (平成17年３月29日条例第19号)

この条例は､ 平成17年４月10日から施行する｡
附 則 (平成17年７月19日条例第60号)

この条例は､ 平成18年３月20日から施行する｡
附 則 (平成17年７月19日条例第61号)

この条例は､ 平成18年１月１日から施行する｡
附 則
この条例は､ 平成18年10月１日から施行する｡ ただし､ 本則
の改正規定､ 第６条の改正規定､ 第11条第７項の改正規定､ 第
12条第１項の改正規定､ 第13条第３項の改正規定､ 第15条第３
項の改正規定､ 第25条第２項の改正規定､ 第26条第４項の改正
規定､ 第27条第５項の改正規定及び第30条第４項の改正規定は､
同年４月１日から施行する｡
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１ 第17条第１項の申請書の受理
２ 第18条第２項の規定による許可又は
不許可の処分の通知書の交付

四万十市､ 中土佐
町､ 津野町､ 四万
十町
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